
（小規模農家や兼業農家、高齢農家が集落営農の組織化に取り組む）

集落営農の数は、前年より967（8.0％）増加して13,062（2008年２月現在）となった。こ

のうち新たな経営所得安定対策に加入した集落営農組織は、全体の５割の6,663組織となっ

ており、2007年と比べ２倍増加している＊１。また、特定農業団体＊２、特定農業法人＊３の数

も増加しており、2007年12月末現在でそれぞれ1,781団体、649法人となっている＊４。

このようななか、兼業農家や小規模農家、高齢農家といった様々な主体が集落営農の組織

化・法人化に向けた取組を行っている事例がみられる。また、中山間地域等の条件不利地域

でも、複合経営や経営の多角化により持続的な農業経営を目指すことで、地域の活性化に向

けた取組も進展している。

＊１　農林水産省「集落営農実態調査」（2008年３月公表）
＊２、３ ［用語の解説］を参照
＊４　2006年12月末現在、特定農業団体が1,067団体、特定農業法人が446法人（農林水産省調べ）
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小規模農家や条件不利地域の農家による集落営農組織化の取組 事 例

（1）小規模農家が挑戦する集落営農組織化の取組
佐賀県佐賀市

さ が し

の佐賀平野東部の水田地域に位置する集落営農組織は、

2集落33戸の農家から構成され、1戸当たり平均経営面積が約1.3haで、

総経営面積43haの水田において、米、麦、大豆を効率的に生産する共

同機械利用組合として2004年に設立された。

当初、集落内では集落営農の参加に消極的な農家や各農家の農業機械

の処分に抵抗感をもつ農家も多く、組織化が進まなかったが、新たな経

営所得安定対策に加入した場合の収支（試算）を提示するなど、組織化

に向けた合意形成に努めた。また、共同利用による大型農業機械導入の

理解を得るため、農機具メーカーに中古農機を引き取らせることで各農

家を説得することができた。

組合設立後、機械の共同利用により経営の効率化が図られ、個別経営

のときに比べ労働時間の短縮や収入の増加といった効果が現れている。

今後は法人化に向けた準備と、若者や女性が組織に参加できる環境づく

りを行いたいと考えている。

（2）中間農業地域で集落の全戸が参加する集落営農組織化の取組
広島県東

ひがし

広島
ひろしま

市
し

の中間農業地域に位置する小田
お だ

地区では、12集落128戸の農家によ

り総経営面積82haで集落営農を設立し、2005年に法人化した。

集落営農の法人化は、地区内全農家を対象としたアンケートで、4割の農家が5年

後に、6割の農家が10年後には「農業ができない、やめたい」という意向が示された

ことが契機となった。法人化に当たり、集落の農家が農地を集落営農組織に提供しや

すくなるよう、地域の農地に詳しい農業者をリーダーとした。また、県の普及組織の

協力のもと、法人化のメリットを具体的な数値で示し、地域の将来像を

関係農家に提案すること等により地区内農家全員の理解が得られた。

法人化により、畜産農家との連携による稲わらとたい肥の交換や、豆

腐業者等との直接取引が可能となった。また、作業の効率化で生じた余

剰労働力を活用し、女性や高齢者が中心となって大豆等の加工品を30

種類以上開発した。また、農家レストランや農産物直売所等の経営の多

角化にも取り組んでいる。このような成果は、組織のオペレーターとし

て活躍する若い就農グループにも刺激を与え、後継者としての意識が高

まり、地元の魅力を感じられるようになった。

佐賀市 
佐賀県 

福
岡
県
 

熊長崎県 

広島県 

山口県 

島根県 

東広島市 

畜産農家と連携した稲わらの活用

共同利用する大型機械での稲刈り



（４）農地の利用集積の促進

ア　農地の利用集積の現状と課題
（担い手への農地利用集積のさらなる加速化が必要）

農地の有効利用を図るとともに、担い手を育成・確保し、その経営の安定を図るため、貸

借による利用集積を進めてきた結果、賃借権等の利用権＊１の設定が件数・面積とも大きな

割合を占めるようになっている。特に2006年は、2007年産から新たな経営所得安定対策が導

入されることとなっていたことから、これまでの増加ペースに比べ大きく伸びている（図

Ⅰ－23）。

また､担い手が経営する農地面積は､1996年度の102万haから2006年度の198万haと２倍に

なったが､全耕地面積に占める割合は４割にとどまっており､「農業構造の展望」＊２で見込む

７～８割程度に向けて､担い手への農地利用集積のさらなる加速化が必要である（表Ⅰ－６）。

（担い手への農地利用集積を阻害する要因は様々）

担い手への農地の利用集積が進まないのは、農業所得や農産物の価格が不安定といった経

営環境のほか、経営する農地が分散していること、集落内に担い手がいないこと、農地の資

産保有意識が強いこと等、様々な要因が複合的に関係していると考えられる（図Ⅰ－24）。

＊１　［用語の解説］を参照
＊２　農林水産省「農業構造の展望」（2005年）32
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図Ⅰ－23 耕作目的の農地権利移動面積の推移 表Ⅰ－ 6 担い手が経営する農地面積が
全耕地面積に占める割合の推移

万ha
20 
18 
16 
14 
12 
10 
8 
6 
4 
2 
0
1965年 75 85 95 06

売
買
 

貸
借
 7.6

5.3

8.5
9.5

19.9

16.7

3.1

2005

15.7

12.5

3.1

6.8

2.7

4.7

3.8
0.6
4.8

0.2

7.4

資料：農林水産省「土地管理情報収集分析調査」 
　注：貸借は農地法賃借権設定と農業経営基盤強化促進法利用権設定の計。
　　売買は農地法自作地有償所有権移転と農業経営基盤強化促進法自作地 
　　有償所有権移転の計 

1996年度 102万ha

担い手が経営 
する農地面積 

全耕地面積に 
占める割合 

2006 198万ha

20％ 

42％ 

7～ 8割程度 
「農業構造の展望」 
における2015年度 
の見込み 

資料：農林水産省調べ、農林水産省「集落営農実態調査」（2007年3月公表） 
　　  

図Ⅰ－24 担い手への農地利用集積が進まない理由（複数回答）

農業所得が不安定 

農産物の価格が不安定 

農地が分散している 

集落内に担い手がいない 

農地の資産保有意識が強い 

兼業農家が農地を手放さない 

基盤整備ができていない 

不在村地主が増加 

農地の出し手が少ない 

出し手が相手を選ぶ 

その他 
％ 

706050403020100
資料：農林水産省「平成16年度 担い手への農地利用集積に関する実態調査」（2004年7～8月調査） 
　注：118市町村を対象として実施したアンケート調査。過去3か年に担い手への農地利用集積が「横ばい」または「減少」となった64市町村による回答 
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（担い手への農地の利用集積が進む一方で、農地が分散しているケースも存在）

一方、担い手への農地の利用集積が進んでいるものの、なかには農地が分散している場合

がみられる（図Ⅰ－25）。農地が分散している場合、ほ場間の移動時間が増加し、機械の効

率的利用が困難になること等から、労働時間の増加、燃料費の増加等のデメリットを招くこ

ととなる（図Ⅰ－26）。したがって、面的にまとまった形で農地を利用集積（面的集積）す

ることが重要である。

（経営改善のため、分散した農地を引き受けざるを得ない状況）

しかし、農家のなかには、隣接しない農地でも引き受けざるを得ないとする農家もあり、

その理由として「経営改善のためには面的集積よりも規模拡大を優先」をあげる農家が最も

多い（図Ⅰ－27）。現状の経営規模を考慮すれば、現実的には規模拡大を優先して、分散し

た農地であっても利用せざるを得ない状況にあると考えられる。

次いで、集落内での立場からやむを得ず引き受けざるを得ないとの声も多く、農業経営に

とってプラスかマイナスかとは無関係に、地域の事情で農地が分散してしまう状況もあるこ

とがうかがえる。
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図Ⅰ－25 担い手の経営農地の分散状況 図Ⅰ－26 農地分散のデメリット

経営面積は相当程度あるとしても 

農地が分散 
（ほ場が小さい・遠い） 

○平均経営面積：14.8ha 

○平均団地数：28.5団地 

○1団地の平均面積：0.52ha 

○最も離れている農地間の平均距離：3.7km 

○大規模団地（2 ha以上） 

　　団地数　1.2団地（全体の4.1％） 

　　農地面積3.94ha （同　 26.6％） 

資料：農林水産省「平成18年度 農地の面的集積に関する市町 
　　村実態調査」（2006年9～10月調査） 
　注：230経営体を対象として実施したアンケート調査。うち、 
　　北海道を除く202経営体（無効回答を除く）の平均 

○ほ場間が離れているため、 
　・機械運搬や移動に時間と人手がかかる 
　・管理労働(水管理、畦畔除草等)に時間がかかる 
○ 1団地当たりの面積が小さいので、 
　・機械の効率的利用が困難 
　・効率的な大型機械で作業ができない 
　・ほ場に合わせた機械が複数必要となる 
　・ラジコンヘリ、直播等の新技術の導入が困難 

○機械償却費の増加 
○労働時間の増加 
○燃料費等の増加 
○経営判断等のための時間の創出が困難 
○合理的な作業体系の構築が困難 

資料：農林水産省作成 

図Ⅰ－27 隣接しない農地でも引き受けざるを得ない理由

20

3

40 50100 30 60
％ 

58

49

経営改善のためには面的 
集積よりも規模拡大を優先 

集落での立場等から引き受 
けざるを得ない 

資料：農林水産省「平成18年度 農地の面的集積に関する市町村実態調査」（2006年9～10月調査） 
　注：230経営体を対象として実施したアンケート調査。うち、「隣接しない農地でも引き受けざるを得ない」と回答した184経営体の回答 

その他 



（農業経営の効率には様々な要素が影響）

農業経営の効率には、経営規模や地形的条件、区画整理状況、農地の分散といった様々な

要素が絡み合って影響していると考えられる。

そこで、米の生産に関し、これらの要素と農業経営効率の関係について統計的な手法によ

り分析したところ、①作付面積が大きい農家ほど効率が高い、②中山間地域の農家はその他

の地域の農家より効率が低い、③区画未整理の田を多くかかえる農家ほど効率が低いという

傾向が示された（表Ⅰ－７）。

（田の団地数が多いと経営は非効率）

また、農地分散の尺度の一つである田の団地数＊１については、団地数の多い農家ほど効

率が低いという傾向が示された。農地が分散していると、日常の水管理や除草作業に必要な

移動時間が増加するなど、労働費や移動にかかわる費用を中心に生産コストが増加すること

を反映していると考えられる。

なお、農業経営の効率に対しては、これらのほかにも農機具の性能や農業者の技量といっ

た要素も影響するとみられるが、データの制約から本分析は限られた要素で行った点には留

意が必要である。

＊１ 「農業経営統計調査」では、田の団地数を、「調査客体の田の経営耕地のうち、作業単位としている田の団地の数
を、調査客体から聞き取り記入する。この場合の田の団地とは、地続きの耕地の団地であって、その耕地を含む団
地をいう。ただし、地続きの経営耕地の一団が、他人の経営する耕地又は間地等によって分割されていても、作業
単位として分離されていない場合は同一団地として取り扱う」と定義
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表Ⅰ－ 7 農業経営の効率と各種要素の関係についての統計的手法による整理（2006年）

作付面積 地域類型 区画整理状況 田の団地数 

単位面積当たり 

労働時間 

単位面積当たり 

労働費及び燃料費 

単位面積当たり 

全算入生産費 

面積が大きい農家 

ほど短い 

中山間地域の農家では 

その他の地域より長い 

面積が大きい農家 

ほど低い 

面積が大きい農家 

ほど低い 

中山間地域の農家では 

その他の地域より高い 

中山間地域の農家では 

その他の地域より高い 

区画整理率が50％未満 

の農家では、50％以上 

の農家より長い 

区画整理率が50％未満 

の農家では、50％以上 

の農家より高い 

田の団地数が多 

い農家ほど長い 

田の団地数が多 

い農家ほど高い 

区画整理率が50％未満の農家では、田の 

団地数が多いほど高い 

資料：農林水産省「農業経営統計調査（米生産費統計）」 
　注：１）全835戸の調査対象農家に関し、単位面積当たりの労働時間、労働費及び燃料費、全算入生産費ごとに、 
　　　　①作付面積、 
　　　　②地域類型（中山間地域を1、その他を0とする指標変数）、 
　　　　③区画整理状況（調査客体が経営する田のうち区画整理済みが50％未満を1、50％以上を0とする指標変数）、 
　　　　④田の団地数を説明変数とする推計式を重回帰分析し、その結果を整理したもの 
　　　　分析の詳細についてはP179の付注参照 
　　　２）燃料費とは光熱動力費のことであり、ガソリンや軽油を含む。農地の分散に伴う移動作業にかかわるコストを含むと想定し、分析の対象とした。
　　　　なお、労働費と燃料費の合計額が、全算入生産費に占める平均的な割合は約32％ 



（ほ場間の距離が長い場合も経営は非効率）

一方、農地分散の別の尺度として、ほ場間の距離と経営効率との関係をみたところ、作付

面積を３～５ha層及び10ha以上層に限定し、地域類型については中山間地域を除いた条件

のもとで、ほ場間の距離が長い農家は10ａ当たりの労働時間も長く、生産費も高いという関

係がみられた（図Ⅰ－28）。

（利用集積と面的集積の双方を進めることが重要）

このように、作付面積が大きいほど農業経営の効率は高まるが、農地分散は効率を低下さ

せる傾向がみられた。したがって、経営改善のためには、利用集積を面的集積に優先させる

のではなく、双方を同時に進めることが重要である。
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図Ⅰ－28 ほ場間の距離と10ａ当たり労働時間、生産費の関係（2006年、中山間地域を除く）

 
労働時間 
（右目盛） 

全算入 
生産費 

万円/10 a
18 

16 

14 

12 

10 

8 

6 

4 

2 

0

時間/10 a
10ha以上階層 

25

20

15

10

3～5 ha階層 

ほ場集約 
農家 

11.5

19.8

12.1

21.9

ほ場分散 
農家 

29戸 
5.2か所 
0.7km

22戸 
6.3か所 
3.0km

36戸 
4.7か所 
1.3km

20戸 
9.8か所 
7.1km

ほ場集約 
農家 

ほ場分散 
農家 

15.7

9.8

16.4

10.9

標本数 
 1戸当たり平均団地数 
最も離れたほ場間距離 
資料：農林水産省「農業経営統計調査（米生産費統計）」（組替集計） 
　注：ほ場間の最も離れた距離が、同一面積階層内の平均よりも短い農家を「ほ場集約農家」、平均よりも長い農家を「ほ場分散農家」に 
       それぞれ分類 

経営体によって異なる規模拡大の考え方 事 例
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し

の農業法人では、地域内の農
地を引き受けてほしいという依頼にその都度
応じてきた結果、現在、その規模は合計138ha
に達している。しかし、4 km圏の集落内に作
付けする水田は、それぞれがある程度の面的
まとまりをもっているとはいえ分散している
ため、ほぼ毎日行う水管理等の巡回作業で人件費が高くなるこ
とが問題となっている。その一方で、田植、稲刈り等は、大型
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ている。
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イ　農地政策の展開方向
（農地政策を総合的に見直し）

農地は、国民に食料を供給するための最も基礎的な生産要素であり、農業経営の重要な基

盤である。しかし、耕作放棄地が増加するなど我が国農業構造のぜい弱化が進み、また担い

手への農地利用集積はある程度進んでいるものの農地は分散しており、効率的な経営は困難

な状況にある。

このため、農地は農業に必要な資源として有効に利用されなければならないという理念の

もと、農地に関する政策を総合的に見直すこととされた。具体的には、①農地に関する情報

を地図情報として一元化し、データベース化、②耕作放棄地の解消に向けた取組を展開、

③転用規制の強化等、優良農地を確保するための措置を充実、④農地の面的集積を促進、⑤

所有から利用への転換を図り、農地の有効利用を促進といった５つの改革を、現場の実態を

踏まえつつ順次具体化していくこととされている（図Ⅰ－29）。

これらの改革のうち、データベース化（農地情報図）の基盤となる地図の整備は2006年度

から、耕作放棄地対策の促進は2007年度から、既に取組が始まっている。
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農地情報のデータベース化 

○　農地の所有、利用状況等が載った農地情報図を関係機関共通のデータベースとして整備し、相 
　互に活用。 
○　貸出農地情報、賃借料等新規参入等に必要な情報に全国からアクセスできる体制を整備。 

耕作放棄地の解消に向けたきめ細やかな取組の実施 

○　耕作放棄地について、現状把握、解消方策の策定、これに応じた対策の実施により、5年後を 
　目途に解消。 

優良農地の確保対策の充実・強化 
○　農用地区域からの除外を厳格化し、転用許可不要の病院・学校等の公共転用を許可の対象にす 
　るなど、転用許可制度及び農業振興地域制度を強化し、優良農地を確保。 
 

農地の面的集積を促進する仕組みの全国展開 

○　現場に働きかけ、委任・代理で農地を集めて農業者に面的にまとまった形で再配分する仕組み 
　を全国の市町村段階で展開することにより、農地の面的集積を促進。 
 

所有から利用への転換による農地の有効利用の促進 

○　所有から利用への転換を図り、所有権と利用権の規制を切り離し。 
　①　所有権については厳しい規制を維持。 
　②　利用権については農地の有効利用の観点から規制を見直し。 
○　これにより、集落営農の法人化、農業生産法人の経営発展、農業経営に意欲のある者等の参入 
　による農地の有効利用を促進。 
○　長期間の賃貸借が可能になるよう措置、標準小作料制度等は廃止の方向で見直し。 

資料：農林水産省作成 
　注：農業振興地域制度は、優良農地を確保・保全し、農業振興施策を計画的かつ集中的に実施するための制度。同制度における農用地区域 
　　とは、市町村が今後おおむね10年以上にわたり農業上の利用を確保すべき土地を設定するもので、農地転用が原則不可とされている。 



（農地情報のデータベース化）

農地情報のデータベース化では、農地に関する情報を地図情報化し、関係機関共通のデー

タベースとして整備することで相互に活用できるようにするとともに、貸出農地の情報や賃

借料水準等の情報を全国的・広域的に提供し、新規参入者等がアクセスできる体制が整備さ

れる。その際には個人情報の保護にも十分留意することとされている（図Ⅰ－30）。

（耕作放棄地の状況に応じたきめ細やかな対策の実施）

耕作放棄地対策では、農用地区域内の耕作放棄地については、現状を把握し、各地域の状

況に応じた具体的な解消策を実施することとされている（表Ⅰ－８）。また、農用地区域外

の耕作放棄地は、①農地として確保すべきものは農用地区域内に編入、②農用地区域外にと

どまる耕作放棄地も、農業利用に努める一方、長期遊休化し農業利用が困難な場合は、山

林・原野等として非農業利用へ誘導することとされている。
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図Ⅰ－30 農地情報のデータベース化

資料：農林水産省作成 
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面的集積や耕作放棄 
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共有の基礎となる地図情報 

データベース化（農地情報図） 

（個人情報の保護に留意） 
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参入者等 

情報の共有化 

農地情報図 

表Ⅰ－ 8 耕作放棄地解消方策の考え方（農用地区域内）

営農（基盤整備不要） 
　周囲が耕作されており、草刈り 
　程度で営農可能な農地 

営農（基盤整備必要） 
　小区画で排水不良な農地 

保全管理　　 
　集落周辺の生産性が低い農地等 

農用地からの除外や非農業利用 
　谷間で生産性が低く長期遊休化 
　している農地等 

①耕作放棄地の所有者に対して解消を働きかけ 

②担い手への利用集積や企業参入を促進 

③必要に応じ基盤整備 

④飼料増産・放牧等の取組を推進 

担い手不在等特別な事情がある地域において 
は、当面は保全管理を推進（将来は担い手へ 
農地集積） 

長期遊休化し、農業上の利用が見込めない農 
地については、農用地区域からの除外、非農 
業利用（山林・原野等） 

資料：農林水産省作成 
　注：農業振興地域制度における農用地区域内の耕作放棄地は、2007年は前年から2.8万ha減少して12.5万haとなり、耕作放棄地面積率は2.8％となっ 
　　た。なお、耕地放棄地全体の推移についてはP17を参照 
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（５）多様な農業経営の発展に向けた取組

（経営の多角化や高付加価値化に取り組むことが重要）
農業を地域経済を担うとともに、若者にとって魅力ある産業として育成し、経営の安定と
競争力の強化を図ることが重要である。また、農村地域の活性化や集落機能の維持を図る観
点から、担い手をはじめ、小規模農家や高齢農家を含む多様な農業経営を発展させることが
重要である。
国内農水産業は、生産段階で12兆円である農水産物の価値が飲食費の最終消費額では80兆
円の規模まで膨らんでいるため＊１、販売や加工、流通といった分野に進出し、経営の多角
化や高付加価値化に取り組むことによって所得の向上を図れる可能性がある。その際、IT
の活用や食品製造業・観光業の異業種との農商工等連携を図ることが重要である。
また、経営の安定という観点からは、例えば稲作単一経営の場合、野菜等他作物の作付割
合をふやすことや、中山間地域では、林業や畜産業を組み合わせた経営の複合化に取り組む
ことも重要である。さらに地球温暖化抑制の観点からも、有機農業をはじめとする環境保全
型農業に取り組むことが重要である。

（小規模農家も多角化・高付加価値化は可能）
こういった経営の多角化や高付加価値化の取組は、小規模農家も行うことが可能であり、

実際に、農業経営の多角化を図っている販売農家は増加傾向にある＊２。販売農家数が減る
なかで、直売所等で農産物の販売を行う農家は、この５年間（2000～05年）で４倍に増加し
ており、特に経営耕地面積が１ha未満の農家数は５倍に増加するなど、小規模農家の取り
組む割合が増加している傾向にある（図Ⅰ－31）。

（小規模農家は集落営農への参加で、所得の増加や労働時間の減少が可能）
一方、小規模農家は、集落営農に参加することにより、農地の集積に伴う作業の効率化や
農機具の共同利用により農業経営費が減少し、農業所得の増加や農業労働時間の減少が可能
である。水田作経営の場合、経営耕地面積が約１haの個別経営では、農業経営費は94万円、
農家１戸当たりの農業所得は２万円、家族労働時間は570時間となっている＊３。これに対し、
水田作作付延べ面積が20ha以上層の集落営農では、構成世帯１戸当たり（経営耕地面積が
同規模の1.0ha）の農業経営費は64万円、農業所得は45万円、構成員農業労働時間は122時間
となっている。
なお、法人経営は、幅広い人材の確保により、農業経営の多角化等事業展開の可能性が広が

り、実際に多角化により収入や所得の増加を図っている傾向がみられる。集落営農においても、農
作業の効率化による余剰労働力を活用して多角化を進め、所得の増加を図ることが重要である。

図Ⅰ－31 直売所等での農産物販売の取組状況（販売農家、経営耕地規模別）

資料：農林水産省「農林業センサス」（組替集計） 
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＊１　総務省他９府省庁「産業連関表」（2000年）を基に農林水産省で試算
＊２　農林水産省「農林業センサス」
＊３　農林水産省「平成18年 組織経営の営農類型別経営統計（水田作）」､水田作作付延べ面積が0.5～1.0ha層の農家の平均
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＊１　農林水産省「農村女性による起業活動実態調査」
＊２　農林水産省調べ、農林水産省「農林業センサス」
＊３　農林水産省「農林業センサス」

（農業の高付加価値化に取り組む農家数も増加傾向）

他方、農村の女性が、個人やグループで農産物の加工や農家レストランの経営に取り組む

起業活動が増加しており、2006年度には５年前から３割増加して9,444件となっている＊１。

また、市町村が受入れ体制を整備し、高齢農家を農家民宿として修学旅行生の受入れ先と

するなど、農林漁業体験等を行うことにより地域の活性化を図っている取組もみられる。さ

らに、輸出や有機栽培、環境保全型農業に取り組む農家も増加傾向にあり＊２、なかには有

機栽培により、米を市場価格の数倍の価格で販売している場合もみられる。

一方、消費者の食品に対する安全志向が高まるなか、信頼確保のためにトレーサビリティ

やGAP
ギャップ

手法を導入することは、消費者に選択される産地となるための取組として有効であ

る。また、農業者が小売業者等と契約栽培を行うことも、通常の出荷と比べて収入の見込み

がたてやすいことから、農業経営を安定化させるうえで重要である。実際に2000年から2005

年の５年間で、契約栽培に取り組む農家数は４割増加している＊３。

各地で行われる様々な多角化・高付加価値化の取組 事 例

（1）高齢農業者が農家民宿を営み修学旅行生を受け入れている取組

新潟県上
じょう

越
えつ

市
し

と十
とお

日
か

町
まち

市
し

にまたがる東
ひがし

頸
くび

城
き

地域は、1年の 3分の 1が雪に閉ざされる厳しい自然条件で、
65歳以上の者が4割と高齢化の進展が著しい地域である。以前はスキーと温泉を観光の中心としてきたが、
1998年に合併前の旧 6町村で「越

えち

後
ご

田舎体験推進協議会」を立ち上げ、農林漁業
や農村生活の宿泊体験プログラムを作成し、修学旅行等の受入れを行うことで観
光業の生き残りを図った。市町村合併を機に取組地域が拡大し、
現在は100以上の体験プログラムを用意して、都市部の小・中
学校や高等学校を中心に、2006年度は50団体、4,913人を受け
入れている。地域の高齢農業者は、子どもの笑顔やお礼の手紙
を励みに、インストラクターとして指導に工夫を凝らしている。

（2）ITを使い、青果物の栽培履歴を畑単位で管理する取組

東京都千代田区
ち よ だ く

に本社があるエンジニアリング会社は、総合商社の子会社との共同で青果物の栽培履歴が
畑単位でわかるトレーサビリティのシステムを開発した。栽培管理と出荷管理、履歴情報管理の3つのシス
テムで構成されており、栽培管理システムは、タッチ式の小型端末で農作物ごと
に農薬の適正な使用方法を確認でき、防除や施肥等、畑ごとの栽培履歴を簡単に
入力することができる。導入した生産地では、散布量や履歴が
簡単にわかることから、人件費の削減につながっている。加え
て、農協用の生産者や農作物等の出荷管理システムと、小売店
の店頭バーコード読み取りによる履歴情報管理システムに連携
させることで、近年高まっている消費者の食品の安全への意識
にこたえられるようにしている。

（3）いちご「あまおう」を香港、台湾等へ輸出

福岡県の特産であるいちご「あまおう」は、｢あかい｣、｢まるい｣、｢おおきい｣､｢うまい｣の 4文字の頭文
字をとって名付けられているが、香港・台湾を中心に「あまおうフェア」を開催するなど、販売促進と定番
化に取り組んでおり、高級果実としてアジアの富裕層をはじめ、幅広く人気を得ている。
2006年には、タイやシンガポールにも販路を拡大したほか、初めて米
国本土へも輸出し、好評を博している。このほか、県産農産物の輸出
用ブランドマークとして「まる福マーク」を考案して、香港、台湾、
韓国、シンガポールで商標登録を取得し、輸出に積極的な産地をモデ
ル産地に指定して海外バイヤーを招へいするなどの取組も行っている。
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（株式会社の農業参入が大幅に増加）

農業生産法人＊１は増加を続けており、2007年には9,466法人となっている＊２。このうち、

加工等の関連事業を実施している法人は3,586法人と４割を占めている。

また、農業生産法人以外の農業への参入法人は、2005年に農業生産法人以外の一般の株式

会社や特定非営利活動法人（NPO法人＊３）等への農地の貸付け等が全国展開されたことを

受け、2008年３月現在281法人と、2004年10月と比べて４倍に増加している＊４。参入法人の

組織形態としては、株式会社が最も多く、業種では建設業や食品会社が多くなっている。

（多角化に意欲的な法人経営）

法人経営においては、生産だけでなく消費者への直接販売、農産加工、観光農園と経営の

多角化に意欲的に取り組んでいる。こうした取組を稲作単一経営と果樹単一経営でみると、

経営を多角化するほど売上高が高くなる傾向がある（図Ⅰ－32）。

経営の多角化は、経営の発展を図るうえで必要不可欠となっており、農産物の生産から消

費者への直接販売・農産加工・観光農園へと事業展開を図ることにより、事業規模が拡大し、

農業に関心のある若者等の職場となることで、新規就農者＊５の確保につながることも期待

される。
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＊１、３ ［用語の解説］を参照
＊２、４ 農林水産省調べ
＊５　新規就農者についてはP118参照

図Ⅰ－32 販売金額規模別法人経営数の割合（2005年）

（稲作単一経営） 
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％ 

資料：農林水産省「農林業センサス」（組替集計） 
　注：農家以外の農業事業体のうち、経営目的が販売で農事組合法人または会社形態をとる稲作単一経営355事業体、果樹単一経営 
　　279事業体について集計 

％ 
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（多角化・高付加価値化を総合的に行う六次産業化）

農作物の生産（一次産業）にとどまらず、加工（二次産業）や販売、観光（三次産業）等

を総合的に行う農業の六次産業化に取り組むことは、農業を地域経済を担い、若者にとって

魅力ある産業として持続的に発展させるとともに、農業に関連した雇用を創出し、地域経済

の活性化を図るうえで重要である。この場合、多様な経営主体と地域の食品製造業者や観光

業者等との連携を進めることも重要である。また、市町村や普及指導センター等関係機関が、

役割分担をし、技術的な支援や情報の共有と受発信を通じて連携していくことも必要である

（図Ⅰ－33）。

図Ⅰ－33 農業経営の多角化・高付加価値化イメージ

資料：農林水産省作成 
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市
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にある農業法人は、県内の農家有志とともに農産物の付加価値を高める観点から、農産物直
売所を開設したことがきっかけで2004年に設立され、2005年には農家レストランも開設した。
農産物直売所には、現在105戸の農家が出荷（2008年 2月現在）しており、米の消費拡大の観点から、米

粉パンの製造・販売が行われるとともに、アイガモ農法で栽培した米や旬にこだわった農産物を農業者自ら
対面販売し、2007年には 1日当たりの平均来店者数が220人と開業時の4倍程度に増加している。特に、新
規就農者を含む多くの若手農業者が、運営のアイディアを出したり、商品のアイテム数をふやすために新規
作物を栽培したりするなど、積極的に参加している。販売されている約40種類の米粉パ
ンはもっちりした食感が人気となっている。また、地元レストランの協力のもと、福井産
の豚肉を使ったハンバーガーを開発するなど地産地消にも取り組んでいる。一方、農家レ
ストランは、バイキング形式で地域の伝統的な家庭料理を提供しており、平日、週末を問
わず行列ができるほどの賑わいで、県外からのリピーター客を含め、来客数は月2,500人
を数えている。また、このレストランは、子育て世代への食生活改善メ
ニューの提案や伝承料理の提供を行っているほか、専門家を招いた食育
講座や食品表示勉強会を開催したり、隣接の庭を結婚式に開放したりす
るなど、地域住民の交流の場にもなっている。
これらの活動を通じ、地元農産物の消費拡大や所得の向上が図られ、

地域の活性化に貢献するだけでなく、消費者との安全・安心に対する思
いを共有することも可能になっている。今後は、地域食文化の情報発信
基地として循環型農業の推進や市民農園の開設を行うなど、総合的な取
組を目指している。

福井市 

福井県 

岐阜県 
滋賀県 

石
 川
 県
 

米粉を使った料理教室



（若者等の人材育成・確保は地域の活性化を図るうえで重要）
一方、多様な農業経営の発展を通じ、農村地域の活性化につなげていくためには、若者を
はじめとする人材の育成・確保を図る必要がある。
特に、例えば、岩手県一戸町

いちのへまち

の酪農家が、25歳で新規就農し、県の特産品コンクールにお
いて加工品のヨーグルトで知事賞等を受賞したほか、滋賀県湖

こ

北
ほく

町
ちょう

の女性農業者は、23歳
で知人の農場を継ぎ、水稲や小麦等116haを切り盛りするなど、若い新規就農者の取組が注
目される。
また、リーダーとなり得る農業者の育成・確保や農業関係機関の職員の育成が重要である。
2007年11月に策定された「農山漁村活性化のための戦略」のなかで、地域の活性化の推進役
となる人材育成への支援を行うこととされており、①地域を活性化させるリーダーの育成、
②住民が気づきにくい地域力を活かすための助言を行う外部アドバイザーの派遣、③さらに
は都会に住む人々がふるさとを活性化する人材を育成する「ふるさと応援隊」の組織へ直接
支援を行うこととされている。
これらの人材を核として、集落内、集落間、集落と都市のネットワークが構築されるよう、
関係省が連携しつつ、地方に専門相談員を配置することとされている。農業関係機関も、地
域農業のリーダーとなり得る農業者を育成することが重要である。

（異業種とのマッチングで新たな連携強化が期待）
また、農業が地域の食品製造業や観光業といった異業種と連携を図る場合に、宿泊業者と
近隣農家の接点が少ない事例や、建設業者や食品製造等の企業、NPO法人が農業へ新規参
入した際に販路の確保に苦労する事例がみられることから、農業と異業種との橋渡しを担う
マッチング機能を充実させる必要がある。
例えば、農林漁業金融公庫では、農林漁業と食品産業の双方に融資している特性を活かし、
交流会やインターネットを利用したマッチングサービス
を行っている。交流会では、情報収集や生産者とバイヤ
ーとの実際の商談、商品力を試す場を提供しており、ま
た、インターネットサービスでは、例えば地元産製茶の
使用を希望していたメーカーと販路拡大を希望していた
製茶業者が取引を始めるなどの動きが出ている。こうし
たマッチングの場を提供する活動が広がることで、新た
な連携が強化されることが期待される。

（銀行も農業者への融資体制を強化）
さらに、地方銀行を中心として、民間の銀行でも農業融資担当をおいて農業者への融資体
制を強化するとともに、従来の不動産担保融資だけでなく、牛等の農畜産物を担保にした融
資も拡大をみせている。地方銀行のなかには、審査期間が３日しかかからない農業者限定の
ローンを提供するほか、スーパーマーケット・外食業者のバイヤーとの商談会を開催するな
ど、農業者に利便性が高いサービスを用意している銀行もみられる。
このほか、2007年２月には、大手食品メーカーや商社等の参加のもと、経営感覚をもった
農業者を育成・支援するNPO法人「日本プロ農業総合支援機構（J

ジェイ

- PAO
パ オ

）」が設立された。
J-PAOでは、参加した会社がもつ経営ノウハウを提供するほか、金融機関等のネットワーク
を活かして、「事業化支援」、「農畜産物の販売支援」、「人材育成」といった事業を展開し、
国際的にも通用する経営感覚を持った、競争力のある農業者の育成を図っている。
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農林漁業金融公庫によるマッチングの取組である
国産農産物等の展示商談会「アグリフードEXPO」



（市町村をはじめとする農業関係機関の連携強化が重要）

人材の育成・確保に加えて、市町村や普及指導センター等関係機関の連携強化を図ること

が重要である。また、農業・農村に関する政策の導入や見直しに当たっては、関係機関が一

体となって施策の趣旨、目的、内容等を農業者まで浸透させ、具体的取組として展開される

よう推進体制を強化する必要がある。

特に、平成の大合併以降、市町村の農業担当職員や農業予算が大幅に減少する傾向にある

が、農業や農村の活性化に向けて、例えば、観光農園により都市農村交流を図る場合、①農

園が販路開拓を行い、②普及指導センターが農業技術指導や関係機関間のコーディネートを、

③農協や市町村が広報・宣伝活動をそれぞれ担当するなど、関係機関が役割分担を明確にし

ながら、連携して地域資源の活用、地域ブランド化を図っていくことが求められている。

（農業者自身の意識改革と団塊世代を活かすことも必要）

多様な農業経営の発展に向けた取組に際しては、農業者自身が「できた物を売る」、「コス

トを意識しない」経営から、自分の農業経営に適したビジネスモデルを「農業者自らが」考

え出す意識改革を行うことが求められている。

また、大学や企業との連携により、農業と医療・環境との連携を強化するなど、新たなビ

ジネスモデルを提案することが重要である。とりわけ団塊の世代＊１が大量に定年退職を迎

えているなか、元営業マンが農業生産法人の営業担当となったり、財務・税務に関する知識

を農業経営に活かしたりするなど、団塊の世代が有する技術や知見等を最大限活かし、優れ

た経営手法や新たな発想を農業の分野で発揮していくことが必要である。
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市町村と連携した地域活性化の取組 事 例

（1）特産品である「梅」を活かし、町と連携した地域活性化

和歌山県みなべ町
ちょう

では、南高梅を利用したブランド化に戦後まもなく取り組み始め、梅が大きな産業の
柱となっている。特に、2004年の市町村合併で梅の収穫量が日本一となったことに加え、2006年に地域団
体商標を取得してブランド力をさらに高めたことにより、2007年の青梅の市場出荷量は前年より 2割増加
し、京浜地域市場では6割のシェアを占めている。町では全国唯一の「うめ課」を設置し、町立の研究セン
ターで試験研究を行うなど、梅の生産者を支援している。また、地域の梅加工業者を中心に自治体や生産者
が連携して、梅干の認定制度を創設し、商品の差別化と付加価値の向上に取り組んで
いる。さらに、道の駅「みなべうめ振興館」での情報発信や、県立
医科大学と連携した梅の医学的効能研究等による消費拡大の取組、
2010年までに梅の輸出を開始することを目標とした海外マーケテ
ィング調査等、さらなる需要拡大と地域活性化に取り組んでいる。

（2）地域ごとの特産品を活かし、町と連携した地域活性化

栃木県茂
もて

木
ぎ

町
まち

では、1980年代に山内
やまうち

地区ではじまった「ゆずの里かおり村」のむらおこし活動に触発さ
れ、町内9地区で棚田のオーナー制度やそば、梅、きのこ、じゃがいもといった地域資源を活かしたグリー
ン・ツーリズムによる、独自のコミュニティビジネスを振興している。
町では、地域住民と町職員が一体となって地域づくりに取り組む

一方、1996年に開設した道の駅「もてぎ」（もてぎプラザ）を特産
品開発と販売戦略の拠点としており、「有機物リサイクルセンター
美土里館」で生ごみや家畜ふん尿等から生産したたい肥を利用した
農産物を、「美土里シール」を貼って販売するなど、「茂木ブランド」
を創出するための支援策を推進している。

＊１　1947～49年生まれの世代で、人口は2005年９月30日現在、683万人

道の駅「みなべうめ振興館」
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奈
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地区での農業体験
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（１）地球温暖化対策の加速化

ア　地球温暖化による食料生産への影響
（温室効果ガスの大気中濃度増加により、地球温暖化現象が進行）

地球の気温は、日射により暖められた地面から放出される赤外線の一部を水蒸気、二酸化

炭素（CO2）、メタン（CH4）等の温室効果ガス＊１を含む大気が吸収・放射し、地表や下層

大気を加熱するという仕組みにより、生物の生存に適した水準が保たれている＊２（図Ⅰ－34）。

ところが近年、人間活動の拡大に伴い、二酸化炭素やメタン等の大気中濃度が増加し、吸

収・放射される赤外線が増加することで、地球規模で気温が上昇する地球温暖化現象が進行

している。

資料：気象庁資料を基に農林水産省作成

（二酸化炭素は最も地球温暖化に影響）

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第４次評価報告書（2007年11月）によると、大

気中に長期間とどまる温室効果ガス（二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素、ハロカーボン類

及び六ふっ化硫黄）のうち、地球温暖化への寄与度＊４が最も高いのは二酸化炭素であり、

これらのうち63％を占めている（図Ⅰ－35）。

＊１　［用語の解説］を参照
＊２ この仕組みにより平均気温は14℃に保たれているが、仮に温室効果ガスが全く存在しない場合、地球の平均気温
はマイナス19℃となると推定される（IPCC第４次評価報告書）。

＊３　世界気象機関（WMO）「WMO温室効果ガス年報」
＊４　1750年から2005年までの温室効果の増加量に占める温室効果ガス別の影響力の割合
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第２節　地球環境対策と農村資源の保全・活用

図Ⅰ－34 地球温暖化の仕組み
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図Ⅰ－35 大気中に長期間とどまる温室効果ガス別の地球温暖化に対する寄与度（2005年）
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資料：IPCC「第4次評価報告書第1作業部会報告書」（2007年2月公表）を基に農林水産省で作成 
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（二酸化炭素の排出量・大気中濃度は過去最高水準）

温室効果ガスのうち、石油等化石燃料の燃焼により発生する二酸化炭素の排出量は、100

年前と比べ12.7倍に、特にこの40年間で３倍に増加している（図Ⅰ－36）。また、2006年に

は大気中の二酸化炭素の平均濃度は、産業革命以前よりも36％増加して過去最高水準に達し

ている＊１。
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図Ⅰ－36 化石燃料からの二酸化炭素排出量の推移

資料：米国オークリッジ研究所「Global, Regional, and National Fossil Fuel CO2 Emissions」 
　注：その他は、セメント製造とガスフレアリングによる排出量の合計 
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＊１　世界気象機関（WMO）「WMO温室効果ガス年報」

世界中に影響を及ぼす地球温暖化
私たち自身が排出した温室効果ガスによって、地球上の多くの人々が影響を受けるということは、容易に

想像できます。しかし、その影響は平等ではありません。
私たちは、私たち自身だけでなく、遠く離れた国や地域の人々、特に貧しい人々に、大きな影響を与える

立場にあるという事実を認識し、責任ある行動をとる必要があります。

（1）イヌイットの生活の変化
IPCCによると、北極圏は最近数十年間、地球全体平均の 2倍の速

さで気温が上昇しています。
実際、近年、カナダ北部の北極圏に住むイヌイットの生活が激変し

ています。薄くなった氷が割れ、命を落とす事故が増加し、イヌイッ
トの言葉にはない「イルカ」が北極海で目撃されるようになっており、
これらはすべて地球温暖化の影響であるという研究者らによる指摘も
あります。

（2）貧しい国で大きな被害
国連環境計画（UNEP）によると、温室効果ガスの大半を排出して

いる先進国よりも、貧しい国・地域において、より大きな被害が出る
ことが予測されています。例えば、アフリカは1人当たりの二酸化炭
素排出量は日本の10分の 1ですが、近年大規模な干ばつ等の異常気
象が発生し、食料不足が深刻化しています。IPCCによると、今後、
温暖化の影響で2020年までにアフリカの一部の地域で降雨依存型農
業（農業に用いる水を降雨のみに依存する農法）での農産物収穫量が
50％程度減少すると予測されています。

イヌイットと溶けていく氷山（カナダ）

干ばつ（マリ共和国）



（世界に深刻な影響を与えている地球温暖化）

IPCC第４次評価報告書によると、地球温暖化により、①この100年で世界の平均気温は

0.74℃上昇（図Ⅰ－37）、②最近12年（1995～2006年）のうち1996年を除く11年の世界の地

上気温は、1850年以降で最も温暖な12年の中に入る、③20世紀中に平均海面水位が17cm上

昇、④世界各地で異常気象が頻発（暴風、干ばつ等）といった影響が既に現れている。実際、

異常気象に伴う気象災害は長期的に増加傾向にある（図Ⅰ－38）。

（地球温暖化対策は今後20～30年の緩和努力と投資が鍵）

また、同報告書は、今後予想される影響として、化石エネルギー源を重視する「高成長社

会＊１」を仮定した場合、21世紀末までに平均気温が2.4～6.4℃上昇し、平均海面水位が26～

59cm上昇し、大雨、干ばつが増大すると予測している。

さらに、同報告書は、既存技術と今後数十年で実用化される技術により温室効果ガス濃度

の安定化は可能であり、今後20～30年の緩和努力と投資が鍵としている。英国財務省の試算

によると、温暖化対策に必要な費用は世界全体の毎年のGDPの１％であり、対策を行わな

かった場合に予測される被害額は毎年のGDPの20％以上とされている＊２。

＊１ ６種類の排出量シナリオのうち最も排出量が多いシナリオ。急激な経済成長と世界人口の増加が21世紀半ばまで
続き、2100年における温室効果ガス等が二酸化炭素換算で1,550ppmに達すると仮定

＊２　英国財務省「STERN REVIEW：The Economics of Climate Change」
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図Ⅰ－37 世界の平均気温の推移

資料：Met Office Hadley Centre 「HadCRUT3」を基に農林水産省で作成 
　注：平均気温は、陸上での地表付近気温及び海面水温の平均値である。平年値は、1961～90年の平均値 

1906年 15 30 45 60 75 90 2005

℃ 
0.6

－0.6

0.4

－0.4

0.2

－0.2

0

100年間で 
0.74℃上昇 

各年の平均気温と平年値の差 
（平年差） 

平均差の長期的な変化傾向 
平年差の5か年移動平均 

図Ⅰ－38 異常気象に伴う気象災害の発生件数と被害額の推移

資料：「EM-DAT : The OFDA/CRED International Disaster Database-www. em-dat. net-Université Catholique de Louvain-Brussels-Belgium」 
　　を基に農林水産省で作成 
　注：その他は、異常気温、森林火災、津波 
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